様式第２号の２（第６条関係）
八女市新事業展開事業計画書
１　申請者の概要等
	ふりがな
法人名（屋号）
	
	開業・法人
設立日
	　　　　年　　月　　日

	資本金（出資金）
会社のみ
	千円
（うち大企業からの出資：　　　　千円）
	従業員数
	　　　　　　　名
（うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ：　　名）

	代表者

(代表者が複数の場合、枠を増やして全て記載)
	事業
承継前
	ふりがな
氏名
	
	性
別
	
	生年月日（年齢）
	　年　 月 　日
（　　　歳）

	
	事業
承継後
	ふりがな
氏名
	
	性
別
	
	生年月日（年齢）
	　年　 月 　日
（　　　歳）

	
	
	職　歴
	　　　　　年　　月
	

	
	
	
	　　　　　　年　　月
	

	事業承継日(予定日)
	　　　　　年　　　月　　　日

	連絡先住所等
	〒　　　－　　

	事業実施責任者名
	　

	
	
	T E L
	　

	

	業　種
（日本標準産業分類細分類を記載）
	現在
	細分類名：　　　　　　　　　コード（４桁）：

	
	新事業
	細分類名：　　　　　　　　　コード（４桁）：

	新事業の実施地（予定地）
	〒　　　－　　　


	新事業に要する許認可・免許
等（必要な場合のみ記載）
	許認可・免許等名称：
	

	
	取得見込み時期：
	



経営状況表（直近２期分の法人全体の実績を記載）
	
	年　月～　年　月期
	年　月～　年　月期

	売上高
	
	千円
	
	千円

	経常利益
	
	千円
	
	千円

	資本合計（資本の部の合計額、法人のみ記入）
	
	千円
	
	千円

	借入金（長期借入＋短期借入）合計
	
	千円
	
	千円

	従業員数（〈　〉は、うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ数）
	　　　　　　人
（　　　　　人）
	
	　　　　　　　人
（　　　　　人）
	




２　事業内容
	①事業の具体的な内容
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	②新分野進出・新事業展開を行う動機・きっかけ及び将来の展望







	③本事業の知識、経験、人脈、熱意







	④本事業全体に係る資金計画
【新事業の立ち上げ（準備から補助事業期間の終了までに必要な全ての資金と調達方法を記載してください。）】

	必要な資金
	金額
	調達方法
	金額

	設 備 資 金
	
	
	自己資金
	

	
	
	
	金融機関からの借入金
（調達先）
	

	
	
	
	市補助金
	

	
	設備資金の合計
	
	
	

	運 転 資 金
	
	
	
	

	
	
	
	その他（市以外の補助金等）
	

	
	運転資金の合計
	
	
	

	合　　計
	
	合　　計
	


 (
金融機関から資金調達見込み　　
※該当するものに✔を入れる。
□　既に調達済み　　　□　補助事業実施期間中に調達見込み
)

　
	⑤事業スケジュール

	実施時期
	具体的な実施内容

	１年目
	



	２年目
	


	３年目
	


	⑥売上・利益等の計画

	
	１年目（  年　月～　年　月期）
	２年目
（　年　月～　年　月期）
	３年目
（　年　月～　年　月期）

	(a)売上高
	千円
	千円
	　　　　　　　　　　千円

	(b)売上原価
	千円
	千円
	千円

	(c)売上総利益(a-b)
	　　　　　千円
	　　　　　千円
	千円

	(d)販売管理費
	　　　　　千円
	　　　　　千円
	千円

	営業利益(c-d)
	　　　　　千円
	　　　　　千円
	千円

	従業員数
	　　　　　　　　　人
(うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　人)
	　　　　　　　　　人
(うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　人)
	　　　　　　　
人
(うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　人)

	積算根拠
	










	
	





３　経費明細表   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	事業経費項目
	補助対象経費
	補　助　金
交付申請額
(A×1/2以内)
	積算内訳・説明

	①新事業展開伴う申請
書類作成等に係る経費
	
（　　　　　）
	
	

	②店舗等の借入費（補
助金交付決定の日から
当該申請年度の３月３１
日まで）
	
（　　　　　）
	
	

	③店舗等開設に伴う内
装・外装工事費
	
（　　　　　）
	
	

	④設備費（リース、レ
ンタルの場合は、補助
金交付決定の日から当
該申請年度の３月３１
日まで）
	
（　　　　　）
	
	

	⑤試作品等製作に係る
原材料費
	
（　　　　　）
	
	

	⑥広報費
	
（　　　　　）
	
	

	⑦試作品等外注費
	
（　　　　　）
	
	

	⑧委託費
	
（　　　　　）
	
	

	合　計
	(A)
	(B)
	

	
	円（　　　　　）
	円（　　　　　）
	


備考　
１　対象経費については、その根拠となる見積書等の写しを添付すること。
２　この様式は、必要に応じ所要の調整をして使用することができる。
　　　３　補助対象経費の欄には、国の補助金を受ける場合は、上段に市補助金のみの対象経費を記入し、下段に（　）書きで国の補助金対象経費を記入すること。
